
令和9年度（2027年度）
固定資産税（償却資産）の賦課に伴う
データ入力業務委託
仕様書
熊本市財政局税務部固定資産税課
総　則

（目　的）
第1条　本仕様書は、熊本市（以下「委託者」という。）における固定資産税の適正かつ均衡のとれた課税を推進することを目的として、固定資産税（償却資産）の賦課に伴うデータ入力業務（以下「本業務」という。）に関して、受託者が遵守しなければならない本業務の仕様を定める。
（準拠する法令等）
第2条　本業務の実施にあたっては、本仕様書によるほか、次の関係法令等に準拠して行わなければならない。
(1) 個人情報の保護に関する法律
(2) その他の関係法令

（業務体制及び業務計画書）
第3条　受託者は、本業務の円滑な遂行のため、本業務に従事する従事者を定め、本業務に精通した実務経験３年以上の者を現場責任者として選任し、指揮系統や担当業務を明確にした業務体制を構築しなければならない。また、本契約期間中に、従事者の配置転換等によって業務の質が低下しないよう研修による教育や十分な引継ぎ等により業務体制を維持しなければならない。
2　受託者は、本業務遂行にあたって業務計画書を作成し、本市の承認を得なければならない。主な記載項目は次のとおりとする。
(1) 　業務目的及び概要（業務内容、業務範囲、作業場所等）
(2) 　業務スケジュール
(3) 　業務体制（体制図、現場責任者及び従事者一覧、連絡先等）
(4) 　業務管理（進捗管理、課題・質疑応答管理、リスク管理、セキュリティ管理）
(5) 　その他（業務マニュアル等本業務で使用するもの全て）
（データ保護と管理運営規程）
第4条　受託者は、委託業務の適正かつ円滑な履行を図るため、電子計算機室、パンチ室、ファイル保管室等の施設設備の管理体制に必要な措置を講じなければならない。
受託者は、善良な管理者の注意義務をもって、次に掲げるものの維持管理に当たるとともに管理運営規程を策定し、本業務に従事する全従業員に周知しなければならない。

(1)　USB及びその他の媒体に記録されているデータ

(2)　貸与している入力帳票
(3)　電子計算機処理に関するドキュメント及びプログラム

(4)　その他仕様書、資料等で指定したもの

※委託者は必要があると認めるときは、(1)～(4)の維持管理に係る管理運営規程の提出を求めるとともに、その運営の改善を求めることができる。その際、受託者はこれに速やかに従わなければならない。
２　受託者は本業務を行う端末に対し、次のような措置を講ずるものとする。

(1)　本業務を行う端末はインターネットに接続しないこと。

(2)　全てのサーバ及びクライアント端末にウイルス対策ソフトウェアを導入すること。

ウイルス対策ソフトウェアについては、定期的にウイルスパターンファイルの最新化
を行うこと。

ただし、緊急的にウイルスパターンファイルの最新化が必要な場合にはその都度最新化を行うこと。ウイルスパターンファイルの最新化にあたっては、ＵＳＢ等で行うこと。その際に使用するＵＳＢ等は必ずウイルスに感染していないものを使用すること。

３　受託者は本業務完了後、貸与資料等を速やかに委託者に返納し、受託者の所有する記録媒
体（紙面を含む）上の全てのデータを消去し、複写物は破棄しなければならない。
４　本業務完了前に契約が解除された場合も前項と同様とする。

（成果品の帰属）
第5条　本業務の成果品はすべて委託者の帰属とし、受託者は委託者の承諾が無い限り、本業務以外の目的に使用してはならない。また、第三者の用に供してはならない。
（個人情報）
第６条　個人情報の取扱いについては、別紙「個人情報の取扱いに関する特記事項」による。
（疑　義）
第7条　本仕様書に記載なき事項及び疑義が生じた場合は、委託者受託者協議の上、受託者は委託者の指示に従わなければならない。

第1章 業務内容
（業務目的）
第８条　本業務は、固定資産税（償却資産）の賦課業務の実施にあたり、償却資産申告書の記載事項を電子データ化し、本市電算システムへ電子データを取り込むことで賦課業務の効率化を図り、正確性及び迅速性を向上させることを目的とする。
（業務内容）

第９条　本業務の内容は、次のとおりとする。
(1) 償却資産企業電算入力票〔当初課標パンチデータ〕の電子データ化業務
(2) 償却資産種類別明細書〔当初全資産明細パンチデータ（一括遡及用）〕の電子データ化業
　 務
※入力方法は、エントリー・ベリファイ方式等を用いること。
2　データ受け渡し・納品は以下のとおり行う。
(1) 納品場所は熊本市が指定した場所とする。

(2) 納品日は別紙の業務日程表にて指定した日（全１7回を想定）とする。
(3) データ納品はＵＳＢメモリにて行うこと。なお、本業務で使用するＵＳＢメモリは委託者が準備することとし、本業務以外の他業務との兼用は禁止する。
(4) データ媒体及び帳票の搬送は、破損、紛失、盗難等のないように十分に配慮すること。納品データの入ったUSB及び入力帳票は容易に開けることの出来ないケース等に入れ、2名以上で持ち運ぶこと。
(5) データ媒体及び帳票の搬送は、直行・直帰し、受託者の作業場所へ到着次第、委託者へ連絡すること。
(6) 本業務完了の際は、各回全てにおける処理区分ごとの件数を記載した業務報告書及び、各回全てのデータを格納したDVD-R等を成果物として納品すること。また、本市の納品検査に合格した場合は、速やかに第１０条で作成した電子データを保存した記録メディア等の廃棄又は端末やサーバ等のコンピュータに保存されている場合は保存されたデータの消去を実施し、廃棄又は消去証明書を提出すること。
(7)  納品データは、次の種類ごとにＩＤを名称に使用したテキストファイル（固定長）とすること。
1 償却資産企業電算入力票〔当初課標パンチデータ〕
⇒　Ｃ732Ｂ10ＪＭＫＡＨＹＯＴＰ.ｔｘｔ
2 償却資産種類別明細書〔当初全資産明細パンチデータ（一括遡及用）〕
3 　　　　　　　　　⇒　Ｃ732ＡＫ１ＪＭＺＭＥＩＳＡＩＰ.ｔｘｔ
4 テキストファイルの種類ごとに、ＵＳＢメモリ１個を使用すること。
5 原則として、データ受渡はスケジュールのとおり行うこと。
6 使用する機器に不具合が生じた場合に、業務を遂行できる体制を備えておくこと。
7 データ入力テストについては、委託者の指示に従うこと。
（電子データ作成条件）

第１０条　電子データ作成条件については、別添のパンチマニュアル及び次のとおりとする。
(1)　償却資産企業電算入力票〔当初課標パンチデータ〕
1 コード体系
・S-ＪＩＳコード　(日本語項目なし)
2 項目の設定
・記入の無い項目については、数字項目であっても空白にて設定。（下記は注意）
　・更正事由コード　⇒　ゼロ
　・更正年月日　　⇒　　ゼロ
　・ＦＩＬＬＥＲ　⇒　　空白（半角）
・数字項目で桁数の不足分については前ゼロにて設定。
（数字８桁の項目で、記入が”109”の場合は”00000109”と設定する。）
3 レコード長
　　　　　・レコード長は、１２４ﾊﾞｲﾄとし、改行コードは不要。
(2)　償却資産種類別明細書〔当初全資産明細パンチデータ（一括遡及用）〕
1 コード体系
・S-ＪＩＳコード　(日本語項目あり)
2 項目の設定
・記入の無い項目については、数字項目であってもゼロにて設定。（下記は注意）
・日本語　　　　　⇒　空白（全角）　
・指定年フラグ　　⇒　1
・ＦＩＬＬＥＲ　⇒　　空白（半角）
・数字項目で桁数が不足分については前ゼロにて設定。
（数字８桁の項目で、記入が”109”の場合は”00000109”と設定する。）
・日本語項目の外字については、類似文字に置き換えるものとし、置き換えられない場合は”■”とする。

3 レコード長
　　　　　・レコード長は１３５ﾊﾞｲﾄとし、改行コードは不要。
　※ＦＩＬＬＥＲの名称等詳細については別紙パンチマニュアルを参照
（検査及び再作成）
第１１条　納品完了後委託者は直ちに検品を行い、修正が発生する場合には受託者は速やかにデータを再作成の上、再納品を行わなければならない。
（貸与資料）
第１２条　前条の業務に必要な資料として、委託者は受託者に次の資料を貸与するものとする。
(1)　償却資産企業電算入力票
(2)　償却資産種類別明細書
※(1)及び(2)の帳票の様式は、本市作成の市製様式及び申告者作成の私製様式が混在している。なお、データ化する項目はいずれも同様である。
第2章 成果品

（成果品）

第１３条　本業務における納入成果品は、以下のとおりとする。

(1)　 当初課標パンチデータ〔記録媒体USB〕　　　　　１式（バックアップを含む）

(2)　 当初全資産明細パンチデータ（一括遡及用）〔記録媒体USB〕１式（バックアップを含む）

※本市からの業務作業場所及び資材等の提供は一切行わないため、成果品納入時期は原則として別紙のとおり行わなければならない。
データ受け渡しスケジュール
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1 金 1 月 1 月

2 土 2 火

受け渡し⑥ 納品⑤

2 火

受け渡し⑬ 納品⑫

3 日 3 水 3 水

4 月 4 木 4 木

5 火 5 金

受け渡し⑦ 納品⑥

5 金

受け渡し⑭ 納品⑬

6 水

受け渡し①

6 土 6 土

7 木 7 日 7 日

8 金 8 月 8 月

9 土 9 火 9 火

受け渡し⑮ 納品⑭

10 日 10 水

受け渡し⑧ 納品⑦

10 水

11 月 11 木 11 木

12 火 12 金 12 金

受け渡し⑯ 納品⑮

13 水

受け渡し② 納品①

13 土 13 土

14 木 14 日 14 日

15 金 15 月 15 月

16 土 16 火

受け渡し⑨ 納品⑧

16 火

17 日 17 水 17 水

受け渡し⑰ 納品⑯

18 月 18 木 18 木

19 火 19 金

受け渡し⑩ 納品⑨

19 金

納品⑰

20 水

受け渡し③ 納品②

20 土 20 土

21 木 21 日 21 日

22 金 22 月 22 月

23 土 23 火 23 火

24 日 24 水

受け渡し⑪ 納品⑩

24 水

25 月 25 木 25 木

26 火

受け渡し④ 納品③

26 金

受け渡し⑫ 納品⑪

26 金

27 水 27 土 27 土

28 木 28 日 28 日

29 金

受け渡し⑤ 納品④

29 月

30 土 30 火

31 日 31 水

元日

R9データ受渡スケジュール

令和9年1月 令和9年2月 令和9年3月

内　　　容 内　　　容 内　　　容



天皇誕生日

建国記念の日

春分の日

成人の日


データ受け取りフロー基本イメージ
データ受け取りフローは、次のとおり想定している。フローの決定については、契約締結後に委託者と受託者で打ち合わせの後決定する。
　　　なお、本イメージは、データ受け取りフロー基本イメージであり、受託者の作業内容を提示するものではないため、受託者で示す業務計画書により計画を策定すること。
　（データ受け取りフロー例）
　　1回の受け取りサイクルイメージを次に示す。次回以降は同様のサイクルとすること。









　　　
　　　　　　　　　　　
　　　
　　　　　　　　　　　　　[image: image2.jpg]



受け渡しは、全て熊本市役所本庁舎（固定資産税課執務室又は別途指定する場所）で本市の担当職員と直接行うこと。
【巻末資料】
令和8年度（2026年度）固定資産税（償却資産）の賦課に伴うデータ入力業務委託実績件数
本資料は、過去の実績を示すものであるため、本委託業務の業務量を示すものではないので注意すること。
　　　なお、種類別明細書は帳票数ではなく、償却資産件数である。
	
	
	（件）

	　
	償却資産
企業電算入力票
対象：帳票数
	償却資産
種類別明細書
対象：資産件数

	１回目
	0 
	54 

	２回目
	0
	1,081 

	３回目
	0 
	1,878 

	４回目
	0 
	2,546 

	５回目
	0 
	4,377 

	６回目
	0 
	8,344

	７回目
	0 
	10,921 

	８回目
	0
	11,218 

	９回目
	0 
	　4,897

	１０回目
	0 
	5,083

	１１回目
	0 
	7,963

	１２回目
	0 
	4,508

	１３回目
	0 
	9,505

	１４回目
	0 
	3,813

	１５回目
	0
	977

	16回目
	0
	268

	17回目
	0
	0

	合計
	0
	77,433
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